会計年度任用職員制度の確立にむけた要求書

１．任　用

(１)　現在自治体で働く臨時・非常勤等職員の雇用を継続すること。

(２)　現在自治体で働くすべての臨時・非常勤等職員の勤務実態、労働条件について明らかにするとともに、本来常勤職員が行うべき業務については、常勤職員を配置することとし、その際、現に業務を担う職員の常勤職員への移行を前提とし検討すること。

(３)　会計年度任用職員は、フルタイムでの任用を基本とすること。

(４)　会計年度任用職員の新規の任用にあたっては、選考採用（面接・書類選考等）とするとともに、再度の任用の上限を設けないこと。

(５)　職名については、基本的に現行の名称を使用するものとし、業務の実態にあわせた設定とすること。

２．給料（または報酬の基本額）

(１)　会計年度任用職員の給料については職務内容に応じ均衡・権衡をはかることとし、類似する職務の常勤職員に適用される給料表を使用すること。

(２)　会計年度任用職員の給料の決定にあたっては、初任給基準を行(一)１級13号とし、学歴・免許および職務経験等に基づく調整（前歴換算）を行うこと。その他の給料表が適用の場合は、それぞれの初任給基準を参考として決定すること。

(３)　職務の級については、等級別基準職務表や在級期間表に基づき位置づけること。とくに選考採用者の行政職俸給表(一)における１級在級期間は９年とされていることも踏まえ、現行の職務経験も加えて決定すること。

(４)　短時間の会計年度任用職員の報酬は、常勤職員やフルタイムの会計年度任用職員との均衡の観点から、基礎額（フルタイム職員の場合の給料額に相当）に手当相当額を加え、勤務の量（時間数）に応じて支給すること。

３．一時金

(１)　期末手当は、最低でも、常勤職員の支給月数（現行2.6月）を支給すること。

(２)　再度の任用の場合は、在職期間が継続しているものとして期末手当を支給すること。

４．手　当

(１)　手当については、常勤職員に支給される手当を支給すること。

(２)　短時間の会計年度任用職員の報酬については、手当も含めた時間比例とすること。

５．退職手当

(１)　要件を満たす会計年度任用職員に対して退職手当を支給すること。

６．休暇制度

(１)　常勤職員との権衡に基づき、次の休暇等を制度化すること。

ア　年次有給休暇

イ　産前産後休暇

ウ　病気休暇

エ　忌引き休暇

オ　短期介護休暇

カ　子の看護休暇

キ　育児・介護休業（休暇）

ク　生理休暇

ケ　夏季休暇

コ　結婚休暇

サ　特別休暇

７．社会保険の適用等

(１)　要件を満たす会年度任用職員について、共済、社会保険および労働保険の加入を確実に行うこと。

(２)　すべての会計年度任用職員に健康診断を受けさせること。

(３)　日常的な安全衛生活動の対象とすること。

(４)　業務上必要となる研修を実施すること。

(５)　常勤職員との均衡の観点から厚生福利を適用させること。
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